
社会福祉法人 セント・ジョセフ会 

個人情報保護・開示規程 

 

（開示申出ができる者） 

第11条  何人も、法人に対し、役員及び評議員並びに職員が職務上取得した文書等であ 

って、組織的に用いるものとして、法人が保有している個人情報データベース等（新聞、

雑誌、書籍その他の不特定多数の者に販売することを目的として発行されるものを除く。

以下同じ。）に記録されている自己の個人情報（以下「自己情報」という。）の開示の申出

（以下「開示申出」という。）をすることができる。 

2 自己情報の開示申出は、本人に代わって代理人によって行うことができる。 

 

（開示申出方法） 

第 12条 前条の規定に基づき開示申出をしようとする者は、法人に対して、別に定める 

自己情報開示等申出書（個情開・様式１）を提示しなければならない。 

2 開示申出をしようとする者は、法人に対して、自己が当該開示申出に係る個人情報の 

本人又はその代理人であることを証明するために必要な書類で別に定めるものを提出し、

又は提示しなければならない。 

3 法人は、開示申出書に形式上の不備があると認めるときは、開示申出をした者（以下 

「開示申出者」という。）に対し、相当の期間を定めてその補正を求めることとし、開示

申出者が補正を行わない場合には、当該開示申出に応じないことができる。 

 

（開示申出に対する決定） 

第 13条 法人は、開示申出があった日から原則として 10日以内に、開示申出者に対して、 

開示申出に係る個人情報の全部若しくは一部を開示する旨の決定又は開示しない旨の決

定（第 17条の規定により開示申出を拒否するとき及び開示申出に係る個人情報が記録さ

れた個人情報データベース等を保有していないときの当該決定を含む。）をするものとす

る。ただし、前条第 3項の規定により、補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した

日数は、当該期間に算入しない。 

2 法人は、前項の決定（以下「開示決定等」という。）をしたときは、開示申出者に対し、 

遅滞なく書面によりその旨を通知するものとする。（個情開・様式２） 

3 法人は、やむを得ない理由により、第 1項に規定する期間内に開示決定等をするこが 

できないと認められる場合には、30日以内に決定するものとする。 

4 法人は、第 1項の規定により開示請求に係る個人情報の全部又は一部を開示しないと 

きは、開示申出者に対し、第 2項に規定する書面によりその理由を示すものとする。 

5 法人は、開示決定等をする場合において、当該決定に係る個人情報に法人以外のものと



の間における協議、協力等により作成し、又は、取得した個人情報があるときは、あら

かじめ、これらのものの意見を聴くことができる。 

（開示の方法） 

第14条 個人情報の開示は、個人情報が記録された個人情報データベース等の当該個人 

情報に係る部分につき、文書、図面又は写真にあっては閲覧若しくは視聴又は写しの交付

により、フィルムにあっては視聴又は写しの交付により、磁気テープ、磁気ディスク等に

あっては視聴、閲覧、写しの交付等適切な方法により行う。 

2 前項の視聴又は閲覧の方法による個人情報の開示にあっては、法人は、当該個人情報 

が記録された個人情報データベース等の保存に支障が生ずるおそれがあると認めるとき、

その他合理的な理由があるときは、当該個人情報が記録された請求対象文書の写しによ

り開示することができる。 

 

（開示しないことができる個人情報） 

第 15条 法人は、開示申出に係る個人情報が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該

個人情報を開示しないことができる。 

（１） 法令等の定めるところにより本人に開示することができないと認められるとき。 

（２） 個人の評価、診断、判断、選考、指導、相談等に関する個人情報であって、開示す 

ることにより、事業の適正な執行に支障が生ずるおそれがあるとき。 

（３） 調査、争訟等に関する個人情報であって、開示することにより、事業の適正な執行 

に支障が生ずるおそれがあるとき。 

（４） 開示することにより、第三者の権利利益を侵害するおそれがあるとき。 

（５） 区市町村その他関係機関との間における協議、協力等により作成し、又は取得した

個人情報であって、当該機関が開示することに同意しないとき。 

（６） 未成年者の法定代理人による開示の申出がなされた場合であって、開示することが

当該未成年者の利益に反すると認められるとき。 

 

（一部開示） 

第 16条 法人は、開示申出に係る個人情報に、前条各号のいずれかに該当することにより

開示しないことができる個人情報（以下「非公開情報」という。）とそれ以外の個人情報

とがある場合において、開示申出の趣旨が損なわれることがないと認めるときは、非公開

情報を除いて、開示するものとする。 

 

（個人情報の存否に関する情報） 

第17条 開示申出に対し、当該開示申出に係る個人情報が存在しているか否かを答えるだ

けで、非公開情報を開示することとなるときは、法人は、当該個人情報の存否を明

らかにしないで、当該開示申出を拒否することができる。 


